
公益社団法人砂防学会 特別災害対応委員会規程 

第１章 総則 

（総則） 

第１条 社会に影響を及ぼす土砂災害が発生した時、学会に特別災害対応委員会を置き、公益

社団法人として被災市町村や復旧事業担当行政機関への支援、また会員の砂防学の研究発展

及び国土の保全、国民生活の安全に寄与するために緊急調査を実施する。 

 

第２章 特別災害対応委員会 

（目的） 

第２条 委員会は、社会に影響を及ぼす土砂災害が発生した場合、緊急調査の必要性や方針を

審議し、緊急調査の企画を行う。また、必要に応じて、調査成果の公表や土砂災害対策の提

言などについて企画する。 

 

(委員会) 

第３条 この委員会の委員長は会長が当たる。 

２ 副委員長は、副会長及び支部長（被災支部に限る）が当たる。 

３ 委員は、専務理事、総務部会長、研究開発部会長、事業部会長、編集部会長 及び会長が

指名するものが当たる。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし再任を妨げない。 

 

(土砂災害緊急調査委員会) 

第５条 特別災害対応委員会は、この委員会の目的を達成するため、土砂災害緊急調査委員会

を設置して災害調査に当たる。 

２．特別災害対応委員会は、土砂災害緊急調査委員会を設置するに際して先遣調査を行うこと

ができる。 

３．土砂災害緊急調査委員会は、特別災害対応委員会が土砂災害の広域性・重大性等を総合的

に判断して、きわめて重大な災害の場合には「土砂災害緊急調査Ａ委員会」に、重大な災害

の場合には「土砂災害緊急調査Ｂ委員会」に、地域的な災害の場合には「土砂災害緊急調査



Ｃ委員会」に分類される。 

 

第３章 土砂災害緊急調査委員会 

(委員会) 

第６条 土砂災害緊急調査委員会の委員長は次に定めた者が当たり、特別災害対応委員会の承

認を経て委員会を構成し、調査に当たる。 

（１） 土砂災害緊急調査Ａ委員会は、会長が委員長に、副会長と当該ブロックの支部長が副

委員長に当たるものとする。 

（２） 土砂災害緊急調査Ｂ委員会は、当該ブロックの支部長が委員長に、副会長 1名が副委

員長に当たるものとする。 

（３） 土砂災害緊急調査Ｃ委員会は、当該ブロックの支部長が委員長に当たるものとする。 

２ 委員長は、特別災害対応委員会の承認を経て土砂災害緊急調査団を構成し、調査に当たる。 

 

(委員会の構成) 

第７条 委員は、委員長が指名し、委嘱する者が当たり、土砂災害緊急調査団長は委員長が委

員の中から指名する。 

２ 委員の任期は委嘱を受けたときから、当該調査が終了するまでとする。 

 

第４章 報告 

(報告) 

第８条 土砂災害緊急調査委員会の委員長は、調査が終了したとき、結果を理事会に報告し、

成果概要書及び支出明細書を会長に提出しなければならない。 

 

附則 

１） 社団法人砂防学会土砂災害緊急調査委員会内規は平成２５年４月１日より廃止する。 

２） この規程は平成２５年４月１日から適用する。 

３） この規程は平成２６年４月１日から適用する。 

４） この規程は平成２８年８月３日から適用する。 

 

 


